平成２２年度の取り組み（案）

戦略１　司令塔としての広報課となるための第一歩を踏み出す

	方向性
	手法
	目的・概要
	費用
	必要人員

	庁内のシステムの構築
	広報予算の集約
	＜目的＞

大阪府の広報予算を集約することにより広報事業を予算段階から把握するとともに、企画・執行の段階でも専門性をもった職員が深く関わることで効率的・効果的な広報を行う

＜概要＞

・広報に関する予算要求書の提出を受け、広報課でヒアリングの上、査定
・効果的な広報のために企画立案段階からサポートし、特に、全波媒体、新聞広告、交通広告については、外部メディアとの窓口機能を担う
	
	

	
	広報物チェックシステムの構築
	府民の目に触れる全ての広報物について、広報課が事前チェック、アドバイスを行う
	
	

	広報課の体制強化
	府広報企画編集局
	＜目的＞

各部局の広報に深く関わるためのチーム・外部媒体獲得チームを設置することにより、広報に関する庁内の司令塔となるための体制を確立する。

＜概要＞

○部局担当チーム（？名程度）（府職員＋外部人材）

・各部局の広報予算の集約、配分を行うとともに、各部局と連携して企画・執行に深く携わる

・各部局作成の広報物のチェック機能を果たす

○自主媒体編集チーム（６名程度）

・自主媒体（府政だより、メルマガ、ＨＰ、動画、バックボードなど）の編集

○外部媒体獲得チーム（２名程度）

・外部媒体獲得のための営業活動、各部局との調整（府職員＋外部人材）
	
	

	
	広報課人材育成プロジェクト（プロを育てる）
	＜目的＞

将来の事業部広報制をめざし、広報のプロを育てる。

＜概要＞

・熱意のある人員の確保（庁内公募で募集）

・民間人材の拡充により、効果的なＯＪＴ

・大阪府広報に対し、予算配当をし、広報物をチェックする権限と責任を持つ
	
	


戦略２　魅力的な広報媒体を持つ　～広報課の武器を増やす～
	方向性
	手法
	目的・概要
	費用
	必要人員

	民間媒体・広報拠点の拡大
	民間媒体連携拡大事業
	＜目的＞

大阪府の情報を府以外の媒体・拠点において露出することにより、府民の府政情報入手の機会を拡大する

＜概要＞
下記の取組みを委託により行う。
　　新規開拓：委託業者
　　民間媒体社等との調整：委託業者、広報課職員

・府政情報を掲載していただける民間媒体社の開拓

・大阪府の媒体を置いていただける広報拠点の開拓

・民間企業イベント等と各部局の取組みのマッチング
・外部媒体社との定期的な懇談会、プレゼンテーション機会の設定
	○千円
	★

	
	プレスリリース活動の仕組み化
	＜目的＞
現在、プレスリリースの大半が府政記者会（社会部の記者で構成）であるが、事業の内容により文化部の記者向けやその他媒体へのプレスリリース活動を進める、府政情報の露出の機会を増やす。

＜事業概要＞
・リリースフォーマットの作成

・リリース経路の構築
	－
	

	自主媒体の編集方針の明確化
	府政だより
	・府政情報のセーフティネットとして、「定期的・公平な提供」という目的を達成するため年12回発行とする。

・数少ない「プッシュ広報」を実現するため、「インパクトのある紙面」、「ターゲットを意識したコーナーの設置」「リピート読者層を拡大するための連載企画」など紙面のリニューアルを行う。
	280,000千円
	

	
	メルマガ


	府政への協力者を増やすため、読者拡大を目指す。

・読者拡大営業活動

・新企画・携帯での配信

・他媒体との連携　など
	－
	

	
	ムービーニュース
	・府政へ関心を持ってもらう入り口とするため、魅力的で親しみやすいものとなるよう工夫する。（ネタ、構成等）

・府民の感覚を活用するため、大学生・専門学校生に製作を依頼する。
	240千円

5000円×4本×12月
	

	
	バックパネル
	・３階記者立ちレク用パネルを毎月の重点広報媒体として、時宜に応じたテーマを選定。パネルの入替えは月１回。
・府民の感覚を活用するため、大学生・専門学校生に製作を依頼。製作に要した実費（材料費等）を府が負担。
	500千円

4万円×12月
	

	
	ホームページ
	・大阪府が伝えたいことが伝わり、府民が欲しい情報が見つかるＨＰを目指し、常に見直しを行う。
	－

（維持管理、運営費用を除く）
	

	
	海外広報
	・海外Webマガジン（ＨＰ）は国際交流課に移管する方向で調整（現在の外国人向け大阪イメージアップに加え、留学生や在住外国人へのダイレクトな情報発信効果が期待）
・海外メディア支援は「広報に関する外部メディアとの窓口の一本化」の一環として、引き続き広報課が窓口となって対応。
	－
	

	新たな自主媒体の開発
	ターゲットを絞ったリーフレットの作成
	＜目的＞
府民の関心の高い情報に特化したリーフレットを作成することにより、府政情報を手にとってもらうきっかけとする。

＜事業概要＞

ローソンラック等の府民が気軽に手にとることが出来る広報拠点用に、ターゲット・テーマを絞ったリーフレットを作成し、配置する。

年４回　１回３万部
	18,000千円
	★

	広報課独自キャンペーン
	大阪府の主張ＰＲ作戦
	＜目的＞
広報課が中心となりテーマ広報を実施することでインパクトのある広報を目指す。

＜事業概要＞
大阪府が最も主張した事項を広報課が中心となり新聞、交通公告、雑誌等の露出度の高い媒体を活用することにより、インパクト、統一感の広報を行う。
	○千円
	★


戦略３　大阪府職員の広報スキル・マインドアップ　～事業部広報制を目指して府庁の広報文化を醸成～
	手法
	目的・概要
	費用
	必要人員

	人事異動ルールづくり
	広報に熱意・スキルのある人材を養成し、それらの人材が広報事業に携われる人事異動のルールを構築する。
	－
	－

	広報セミナーの開催
	定期的に職員向けに広報セミナーを開催することにより、広報スキル、マインドを醸成する。
年４回開催
	200千円
	

	庁内広報展示会
	各部局が作成した広報物、広報手法について、外部の審査員を招いて評価を行う。またその結果を庁内外で公表する。
	100千円
	★


・全ての広報事業について、一足飛びに広報課が一元的に企画・執行することは不可能


・２２年度については、予算配分を行った事業について、企画段階から各部局に入り込み企画・執行に関わる


　⇒２２年度の状況を見ながら、今後どのような事業が広報課で直接企画、執行可能か検討








